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告 示

北海道告示第４２７号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、道営土地改良（天
塩地区畜産担い手育成総合整備［担い手支援型］（区画整理））事業の土地改良事業変更計
画を定めた。
その関係書類は、北海道留萌振興局に備え置いて、平成２３年６月２１日から２０日間、一般の
縦覧に供する。
平成２３年６月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第４２８号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ

た。
平成２３年６月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林

の所在場所
紋別市・寿都郡寿都町・黒松内町（以上１市２町に
ついて次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
紋別市・寿都郡寿都町・黒松内町（以上１市２町について次の図に示す部分に限
る。）

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

網走郡美幌町・津別町・佐呂間郡佐呂間町（以上３
町について次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
津別町・佐呂間町（以上２町について次の図に示す部分に限る。）、美幌町

� その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
� 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに紋別市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第４２９号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
平成２３年６月１７日

発行 北 海 道
編集 総務部人事局

法 制 文 書 課
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 土砂災害警戒区域の箇所番号
里沢川（	－４１－００６０）

２ 土砂災害警戒区域の表示
旭川市江丹別町字西里（次の図のとおり）

３ 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流
（「次の図」は省略し、その図面を北海道上川総合振興局旭川建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第４３０号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成２３年６月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号

美瑛下宇莫別１（	－４－４７－２１９０）
� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
上川郡美瑛町下宇莫別（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
旭川旭岡６丁目（�－４－１５－１５３１）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
旭川市旭岡６丁目（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

３� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
旭川神岡１（	－４－２－２１４５）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示

旭川市神居町神岡（次の図のとおり）
� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

４� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
旭川神楽岡１０条１丁目（	－４－９－２１５２）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
旭川市神楽岡１０条１丁目（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊


 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を北海道上川総合振興局旭川建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

総 合 振 興 局 告 示 及 び
振 興 局 告 示

北海道上川総合振興局告示第７３号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２３年６月１７日

北海道上川総合振興局長 窪 田 毅
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
� 複写機等の賃貸借その１（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）
の供給を含む。） 一式（３台（１月当たりの単価）及び２０，０００枚（１台１か月の１枚
当たりの単価））

� 複写機等の賃貸借その２（点検、調整及び消耗品（用紙及びステープル針を除く。）
の供給を含む。） 一式（６台（１月当たりの単価）及び８，６００枚（１台１か月の１枚
当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成２３年５月２６日

３ 落札者の氏名及び住所
�ア 氏 名 株式会社岩崎
イ 住 所 札幌市中央区北４条東２丁目１番地
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�ア 氏 名 リコージャパン株式会社
イ 住 所 東京都中央区銀座７丁目１６番１２号

４ 落札金額
� 賃貸借の月額基本料金 ４，８６０円
複写料金 １枚から ２，０００枚まで １枚当たり ０．７３円

２，００１枚から ５，０００枚まで １枚当たり ０．７３円
５，００１枚以上 １枚当たり ０．７３円

� 賃貸借の月額基本料金 １４，８４０円
複写料金 １枚から ２，０００枚まで １枚当たり ０．９６円

２，００１枚から ５，０００枚まで １枚当たり ０．９６円
５，００１枚以上 １枚当たり ０．９６円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２３年４月２６日付け北海道上川総合振興局告示第６４号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道上川総合振興局地域政策部総務課
� 所在地 旭川市永山６条１９丁目１番１号

道 立 衛 生 研 究 所 告 示

北海道立衛生研究所告示第２２号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項の規定により、一般競争入
札に参加する者に必要な資格を定めた。
平成２３年６月１７日

北海道立衛生研究所長 後 藤 良 一
１ 資格及び調達をする物品等の種類
平成２３年度において道が締結しようとする�に定める契約に係る一般競争入札に参加す
る者に必要な資格は、�に定めるものとし、当該契約により調達をする地方公共団体の物
品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）第２条第２号
に規定する物品等の種類は、�に定めるものとする。
� 契 約 平成２３年６月１７日に一般競争入札の公告を行う残留農薬等検査

用機器の賃貸借契約
� 資 格 残留農薬等検査用機器の賃貸借（以下「資格」という。）
� 物 品 等 の 種 類 残留農薬等検査用機器の賃貸借

２ 資 格 要 件
平成１６年北海道告示４４７号の１の�、�及び�からまでによるほか、次による。

� 平成２３年６月１日現在において、引き続き２年以上、物品の賃貸事業を営んでいるこ
と。

� 過去２年間、１の�に定める契約と種類をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、誠実
に履行した者であること。

� 当該調達をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件を満たしていることを証明し
た者であること。

３ 資 格 要 件 の 特 例
平成１６年北海道告示第４４７号の２による。

４ 資格審査の申請の時期及び方法
� 申 請 の 時 期 資格審査の申請は、平成２３年６月２０日から７月１１日まで（日曜

日及び土曜日を除く。）の間にしなければならない。
� 申 請 の 方 法 資格審査の申請は、次に掲げる申請書類の提出先に、当該提出

先の指示により作成した申請書類を提出することにより行わなけ
ればならない。

ア 提出先の名称 北海道立衛生研究所企画総務部
イ 提出先の所在地 札幌市北区北１９条西１２丁目

５ 資格審査の再申請並びに資格の有効期間及び当該機関の更新手続並びに資格の喪失
平成１６年第４４７号の３の�のアからウまで及び�、４の�及び�並びに５の�による。

北海道立衛生研究所告示第２３号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２３年６月１７日

北海道立衛生研究所長 後 藤 良 一
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
残留農薬等検査用機器の賃貸借 ３式（１月当たりの単価）

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。
� 契 約 期 間 平成２３年１０月１日から平成２８年９月３０日まで。ただし、予算

の範囲内で、当該契約期間を変更することが有り得る。

 納 入 場 所 北海道立衛生研究所
２ 入札に参加する者に必要な資格
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平成２３年北海道立衛生研究所告示第２２号に規定する残留農薬等検査用機器の賃貸借の資
格を有すること。
３ 契約条項を示す場所
北海道立衛生研究所企画総務部

４ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市北区北１９条西１２丁目 北海道立衛生研究所管理棟２階

会議室（送付による場合は、郵便番号０６０－０８１９ 札幌市北区
北１９条西１２丁目 北海道立衛生研究所企画総務部）

� 入 札 日 時 平成２３年７月２８日（木）午前１０時（送付による場合は、同月
２７日午後５時までに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。

 開 札 日 時 �に同じ。
５ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

６ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ３に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、北海道立衛生研究所のホームページ（http : //www.iph.

pref.hokkaido.jp/）においてダウンロードすることができる。
７ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は、次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０号）第１５５条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。
８ 落札者と契約の締結を行わない場合
落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、
、�から�まで及び�から�までによるほか、
次による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道立衛生研究所企画総務部
� 所 在 地 郵便番号０６０－０８１９ 札幌市北区北１９条西１２丁目

電話番号０１１－７４７－２７０９
１０ Summary

Ａ Nature and quantity of the products to be procured : A lease only on machines or

instruments for examination on agricultural chemicals 3 sets.

Ｂ Bid tendering date and time : 10 : 00 A.M., July 28, 2011

(If mailed bids must no later than 5 : 00 P.M., July 27, 2011)

Ｃ Contact : Department of General Affairs and Planning, Hokkaido institute of Pablic Health,

Nishi 12-chome, kita 19-jo, kita-ku Sapporo 060-0819 Japan

Phone : 011-747-2709

道 人 事 委 員 会 規 則

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則を公布する。
平成２３年６月１７日

北海道人事委員会委員長 中 澤 義 則
北海道人事委員会規則７－１２３８

特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則
特地勤務手当等に関する規則（北海道人事委員会規則７－３５７）の一部を次のように改正
する。
別表アの表オホーツク総合振興局の項中
「
斜里町ウトロ西 環境生活部環境局自然環境課斜里町分

室
」
を削り、同

表根室振興局の項を削る。
附 則

この規則は、公布の日から施行する。

道 収 用 委 員 会 告 示

北海道収用委員会告示第８号

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４６条第２項の規定に基づき、次の書類を北海道収
用委員会事務局（札幌市中央区北３条西６丁目）において保管してあるので、次の者は出頭
の上受領されたい。
なお、当該書類を受領しないときは、平成２３年７月７日の経過をもって同項の規定に基づ
く通知があったものとみなされる。
平成２３年６月１７日

北海道収用委員会会長 山 口 均
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１ 書類の名称
審理の開始通知書（平成２３年６月６日付け北収第７８号北海道収用委員会会長通知）

２ 書類の交付を受けるべき者の住所及び氏名並びに収用しようとする土地の所在・地番

住 所 氏 名 収用しようとする
土地の所在・地番

不明
（ただし、土地登記記録上
の住所は、旭川市六線南三
号）

福 村 與 上川郡上川町南町２３０番１
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